
令和５年度 事業計画 

 

１ 生活衛生関係営業に対する相談・指導事業 

 

生活衛生関係営業（理容、美容業、興行、クリーニング、公衆浴場業、旅館・ホテル業、簡易

宿泊業、食肉販売業、食鳥肉販売業、氷雪販売業、うどん・そば店、一般飲食店、すし店、中

華料理店、喫茶店、社交業、料理業、以下「生衛業」という。）は、我々の生活に密接に関係し

た営業である。 
生活衛生関係営業の事業者は、一般に零細で、資金的・人的余力のない者が多く、過去におい

ては過当競争による低料金、低賃金、長時間労働等が目立ち、正常な経営の阻害や衛生措置の

低下が憂慮されていたことから、その振興及び活性化を通じて経営の安定化・健全化と衛生水

準の維持向上が望まれていた。 
このため、経営の健全化、衛生施設の改善向上、振興等を通じて衛生水準の維持向上を図り、

あわせて利用者又は消費者の利益の擁護を図っていくことを目的とする、「生活衛生関係営業の

運営の適正化及び振興に関する法律」（以下、「生衛法」という。）に沿って、以下の事業を実

施する。 

（１）相談室運営事業 

相談室については、環境衛生営業相談室整備要綱（厚生省環境衛生局長通知（昭和 52 年 4

月18日、環指第37号））で設置することとされている。 

営業者からの各種営業相談及び消費者からの苦情相談に適切に対処するため、当指導セン

ターにおいて常時相談室を開設し、経営指導員（厚生労働省環境衛生局長通知（昭和 49 年 4

月11日、環衛第68号））２名及び事務職員１名で、生活衛生関係営業に係る事業者からの融資

や経営の相談、また新規開業者からの融資等の相談及び消費者などからの苦情相談を受け付け

て処理する 

 

（２）地区相談事業 

保健所や組合等が開催する講習会・相談会で指導センターの業務説明や融資等の案内をする

とともに、地区相談室を開設し、経営、融資、経理、税務、労務、衛生など全般にわたる相談、

指導を行う。 

 

（３）巡回経営指導事業 
生活衛生関係営業を取り巻く業況不振の中、経営指導員による経営、資金融資、設備改善

等の相談、指導業務が重要になっている。 

このため、経営指導員が営業施設に出向き、巡回方式で、生衛業事業者に対する個別の経

営指導と経営相談に当たる。 

 

（４）生衛業経営改善融資指導事業 

生衛業の新規開業・転業や小規模事業者への融資については、経営特別相談員（厚生省環

境衛生局長通知（昭和 49 年 6 月 3 日、環指第 16 号）（知事委嘱、任期３年））が生衛

業経営改善資金（日本政策金融公庫）の活用指導に当たっている。 



また、経営指導員も現地調査や書類審査等で経営特別相談員を支援することにより、小規模

生衛業事業者への融資等の相談指導を行う。 

＊ 「生活衛生関係営業経営改善特別貸付」（以下「衛経」という。）については、日本政策金融公庫によ

る、小規模な生衛業事業者を対象（従業員５人以下）とした無担保・無保証人で貸付を行う制度で、その

目的は、零細な生衛業事業者の自助努力を助け、経営の健全化や衛生設備の改善を図り、その効果を地

域の公衆衛生の向上につなげていくこととされている。 

 

（５）生衛業特別指導事業 

   生衛業界は、大企業・異業種の参入、消費者のニーズの多様化等により経営環境が厳しくな

る一方で、地域で経営特別相談員が生衛業事業者や組合員の経営の身近な相談相手となってい

る。 

さらに経営指導員も経営特別相談員と連携し、営業の許可申請・届出に関する相談・指導や、

標準営業約款登録、消費者苦情など、生衛業の経営全般にわたる相談・指導に当たるほか、生

衛業の新規開業に際し、生衛法による支援施策や同業組合加入メリット等の情報提供活動を行

う。 

 

（６）生衛業創業支援事業 

   生衛業の新規創業については、女性や若年層が多いことが特徴で経営履歴が短いことから物

件探しや資金調達などに苦労しており、相談先も同業の知人や友人、親、親類などが多い。 

   こうした現状を解決するため、H２７．６に日本政策金融公庫や大分銀行、宅地建物取引業

協会等と業務提携して新規開業者の創業を支援する体制を整備した。 

   具体的には当センターで資金計画・借入計画、保健所の許認可申請の相談、店舗物件に関す

る相談、ホームページ作成、クレジットカード・電子マネーの取扱などについて、常時創業相

談を受け付けている 

 

 

２ 情報化整備事業 

 

生衛業の経営の健全化に役立つ情報及び消費者（利用者）に対する安全・安心で清潔なサービ

スにつながる情報について、（公財）全国生活衛生営業指導センター（以下「全国指導センター」

という。）と各県生活衛生営業指導センターで生活衛生業情報ネットワークシステムを構成して

いる。 

システムには、基本機能（メール、フォーラム、ライブラリー、スケジュール）のほか、アン

ケート集計機能、経営相談機能、名簿管理システム（標準営業約款、クリーニング師業務など）

が登載されている。データの一部は、全国指導センターホームページで、生衛業データベース

（経営情報・経営アドバイス、各種統計資料）のほか、安心・安全な店舗の認証制度である標準

営業約款登録店（Ｓマーク登録店）などの情報として、一般にも開示されている。 

生活衛生業情報ネットワークシステムは、データ管理や、業務操作（標準営業約款・クリーニ

ング師等）、経営相談等に使用しており、効率的な経営に関する相談・指導業務の不可欠なイン

フラ設備である。 

このシステムは、常時最新の状態を保っておく必要があり、生衛業事業者の経営健全化に役立



つ情報や、消費者（利用者）への安全安心に関する情報をタイムリーに提供する。 

  

 

３ 後継者育成支援事業 

 

生衛業については、経営者の高齢化が進み事業を後継する者も少なくなっており、その結果、

廃業が増え、過疎地においては、生衛業の利用が難しくなる状況も生じている。 

本事業は、若年者の生衛業に対する就業能力の修得、勤労観、職業観の向上を通じて生衛業に

就こうとする者の裾野を広げることにより、生衛業界の活性化を図ることを目的として実施する   

若年者の生衛業への就業を促進するため、当指導センター、生活衛生同業組合、教育関係機関

等で構成する後継者育成支援協議会を組織し、業界の特性を踏まえた受入体制のあり方や事業効

果を検討する一方で、高校生等を対象に職業体験教室（出前型、職場訪問型）等を開催する。 

 

  【出前型職業体験教室】 

クリーニング業、理容業、美容業、鮨商について、組合から高校等に技術者を派遣し、実演

と実技を伴う職業体験教室を５箇所程度で開催する。 

 

【職場訪問型職業体験】 

クリーニング業、理容業、旅館ホテル、美容業について、中学校等で実施しているキャリア

教育と連携する形で各地の事業所に希望者を受け入れ、職業体験事業を実施する。 

 

【後継者育成支援協議会】 

当指導センター、生活衛生同業組合、教育関係機関等で協議会を開催し、業界の特性を踏ま

えた受入体制のあり方や事業内容について意見交換し、職業体験教室（出前型、職場訪問型）

が活発に実施・利用されるよう議論する。 

 

 

４ 経営指導のための調査事業 

 

（１）景気動向等調査事業 

ア 事業目的 

生衛業の経営の健全化に資するため、全国指導センターが日本政策金融公庫から生衛業の

景況・経営実態に係る調査業務を受託し、当指導センターが再委託を受け、県内の生衛業につ

いて業種ごとの経営実態調査を行っている。 
この調査結果は、日本政策金融公庫では、資金需要予測・金利設定等に活かされることで、

生衛業の衛生設備等に対する融資が円滑に行われることとなる。 
当指導センターにとっては、集められたデータが生衛業の事業種ごとに体系的に整理され

ていることから、タイムリーでより的確な経営相談・経営指導が可能となる。 
イ 調査方法 

生衛業は小規模零細な個人企業が殆どで、こうした生衛業の景況・経営実態を把握するため、

全国一斉に四半期（４～６月、７～９月、１０月～１２月、１～３月）ごとに、景気の動向、設



備投資の動向、経営の問題点などを調査しており、調査対象は毎回７０件で、全ての生衛業事

業者の中から抽出し、面接及び郵送方式で行う。 
 

（２）経営状況調査事業 

ア 事業目的 

経営状況の判断指標となるデータを定期的に把握し、情報公開していくことにより、全国指

導センターの生衛業界に対するシンクタンク機能を高めるとともに、県指導センターの経営指

導機能の強化を図ることを目的とした事業である。 

イ 調査方法 

景気動向調査と同様の客体について、四半期（４～６月、７～９月、１０月～１２月、１～

３月）ごとに毎回７０件、基本調査項目（立地環境、経営形態、従事者数、地代・家賃、客席

数等）のほか、月次の売上額、原材料費、粗利益、平均客単価、回転率・稼働率、人件費など

の経営状況を判断できるデータを、留置き方式及び面談方式で調査する。 

 

 

５ 生衛業振興助成事業 

 

（１）事業目的 

生活衛生営業指導センターは、生衛法に基づき県の指定法人として設置されており、公衆

衛生の見地から国民の日常生活に極めて密着した営業である生活衛生関係営業の経営の健全化、

振興等を通じて衛生水準の維持向上を図り、あわせて利用者又は消費者の利益の擁護を図るこ

とを目的として、生衛法に規定された事業を行う法人として位置づけられている。 

この事業は、生衛法の「生活衛生関係営業に関する情報又は資料を収集し、及び提供を行う

事業（法第57条の4第1項第5号）」の一端を担う事業であり、指導センターの実施する事業

や経営の安定化・健全化に関する有用情報等を、広く事業者や県民に伝えるホームページを運

営するほか、事業者や県民に生衛業の振興に資するよう周知を行うためのパンフレット等広報

媒体を製作するものである。 

 

（２）事業内容 

当指導センターのホームページについては、平成２４年度に公益財団法人への移行に備えて

全面的にリニューアルし、令和３年１２月に再構築した。 

維持管理を適切確実に行い、生衛事業者、一般県民に対し、生衛業情報化整備事業等で得た

経営の安定化・健全化に関する有用情報等を適時に発信していく。 

広報媒体については、組合加入のメリットを掲載したパンフレットを作成し各組合、保健所、

日本政策金融公庫等窓口に備え置き、新規開業者に配布してもらう。 

 

 

６ 標準営業約款事業 

 

（１）事業趣旨 

標準営業約款事業は、安心・安全・清潔な生衛業の店舗の普及により、消費者又は利用者



の利益擁護等を図るため、厚生労働大臣が指定する業種（クリーニング業、理容業、美容業、

めん類飲食業及び一般飲食業の５業種）につき営業方法又は取引条件に関する事項を定めた標

準営業約款（（公財）全国生活衛生営業指導センターが生衛法第５７条の１２の規定による厚生

労働大臣の認可を得た約款）について、品質表示や損害賠償などの点で消費者又は利用者の利

益につながる制度として普及啓発を図るとともに、約款の内容を遵守する旨を申し出る事業者

を募集し登録する事業である。 

標準営業約款には、①役務の内容又は商品の品質の表示の適正化に関する事項、②施設又

は店舗の表示の適正化に関する事項、③損害賠償の実施の確保に関する事項が定められており、

生衛業事業者にこの標準営業約款が広がることは、消費者（利用者）にとっても、衛生管理が

行き届き万一の場合の補償もある店舗を選択利用できる等のメリットがある。 

 

（２）事業内容 

県内の関係事業者に対し、登録の募集、調査審査、登録の事務とともに、標準営業約款（S

マーク）の周知を行う。 

なお、登録の有効期間は新規登録３年、更新登録５年と定められており、消費者（利用者）

への情報提供が重要であることから、全国指導センターホームページにＳマーク専用ＨＰが置

かれ、業種ごとに標準営業約款（Ｓマーク）の内容が紹介されており登録店の検索ができるよ

うになっている。登録店には店頭に「Ｓマーク」が掲げられている。 

 

(３)事業スケジュール 

ア 標準営業約款打合会議 

５月に開催する。当指導センターと関係生衛組合（クリーニング、理容、美容業、飲食店営

業）で、実績報告と今年度の取組み方針を確認する。 

イ 標準営業約款普及登録促進月間の取組み 

１１月が強化月間と位置づけられており、消費者への周知、新規登録の一斉キャンペーン活

動として、ホームページに掲載するほか、市報掲載、公共機関でのポスター掲示等の協力を要

請する。 

ウ 事業スケジュール 

５月 標準営業約款打合会議 

７月 ８月再登録・新規登録受付 

８月 標識配付 

９月 標準営業約款普及登録促進月間に向けての協力依頼 

１１月 標準営業約款普及登録促進月間 全国一斉キャンペーン 

１月 ２月再登録・新規登録受付 

 ２月 標識配付 

エ 有効期間    新規登録：３年 
  更新登録：５年 

オ 登録手数料  新規登録：一般飲食 １０，１００円 
クリーニング、理容、美容  ９，９００円 

更新登録：３，６６０円 

 



 

７ クリーニング師研修等事業（受託事業） 

  

（１）事業趣旨 

クリーニング師及びクリーニング店に勤務する従業員は、消費者保護の観点から「クリーニ

ング業法」の規定により、３年に１度クリーニング師の資質の向上を図るための研修、業務に

関する知識の修得及び技術の向上を図るための講習を受けることが義務付けられている。 

この事業は、研修及び講習の実施機関として各県知事から指定を受けた全国指導センターの

委託を受けて実施しているものである。 

 

（２）事業内容 

この事業は、近年の繊維素材の多様化、クリーニング技術の高度化等に対応して、より高

度な知識・技術が要求され、また、利用者（消費者）からの苦情が減少するように定期的に研

修や講習を受けさせることが必要であるとされ、法改正により平成元年から実施している。 
大分県における研修等について、企画立案、講師選定、受講者募集、会場準備から研修実

施までの事業を行う。 

令和５年度は第１２クールの２年目になるため、引き続き行政、組合等関係機関と連携して

受講率の向上を図る。 

 

（３）実施スケジュール 

   クリーニング師研修       実施予定時期：１１月 

実施予定場所：別府市内 

内    容：１型クリーニング師研修  １日 

                      ２型クリーニング師研修（通信研修） 

   クリーニング業務従事者講習(通信制)  実施期間：１０～１２月 

 

 

８ 衛生水準の確保向上事業 

 

   生衛業における衛生の確保を効果的に進めていくため、行政による衛生監視・指導等を補完

する見地から、生衛組合による衛生水準の確保・向上に関する専門的知識・技術の向上のため

の講習・研修会の開催等の活動を行うとともに、組合活動の活性化が求められている。 

   近年の課題は新規開業者の組合加入対策である。 

こうした現状に鑑み２６年度から１１月を「生活衛生同業組合活動推進月間」と定め、関係

機関や関係団体の連携のもとに、生衛組合の周知広報や組合活動の活性化のための取り組みを

重点的に展開している。 

  （具体的な取組例） 

 １）衛生水準の確保・向上事業推進会議の開催 

２）広報啓発事業（組合加入勧奨を含む）の実施 

３）各生衛業の新規営業許可店舗等情報の入手・提供及び活用 

 ４）衛生管理等に関するセミナーの開催 



 ５）生衛組合活性化塾の開催 

 ６）知事・県議等に対する組合活動の支援要請の実施 

 

 

９ 生活衛生関係営業経営支援緊急対策事業の継続実施 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染が続くなか、エネルギー、物価の高騰は生衛業者の経営に今

なお大きな影響を与えている。このため、生衛業者からの幅広い相談等にワンストップで対応す

る伴走型の支援を行う専門相談窓口の開設や、地域相談会の開催、情報提供及び支援ニーズの把

握等を通じ、事業継続や経営再建に取り組む事業者に対し、緊急支援を行う。 

これは、令和４年度第二次補正予算の成立に伴い、全国生活衛生指導センターと連携し、令和

４年度の生活衛生関係営業経営支援緊急対策事業を、令和５年１２月まで継続実施するもの。 

 

（１）事業概要 

  全国センターと連携し、各種支援施策の活用を促進するなど、以下に示す緊急支援を実施する。 

① 専門家による緊急相談支援の実施 

弁護士、税理士、社会保険労務士、行政書士、大分県中小企業診断士協会と連携して緊急

相談支援体制を構築し、生衛業者に対する相談・経営指導を実施する。 

② 生衛組合との連携による情報提供・支援ニーズの把握 

生衛組合役職員・経営特別相談員による巡回指導を展開し、各種支援施策や税制優遇措置

の活用、省エネ対策等に関する情報提供や支援ニーズの発掘に取り組む。 

 

専門家チームサポート体制 

氏    名 項 目 区    分 所属・役職 

大 森 克 磨 法 律 弁 護 士 法律事務所 エフワン代表 

鳥 越  徹 法 律 弁 護 士 弁護士法人 鳥越法律事務所長 

甲 斐 幸 丈 税 務 税 理 士 
甲斐幸丈税理士・中小企業診断士事務

所長 

森 崎  巌 税 務 税 理 士 森崎会計事務所長 

清 成 真 一 
助成金 

労 務 
社会保険労務士 

有限会社ビジネスブレーン 

代表取締役 

堤  泰 秀 
助成金 

労 務 
社会保険労務士 

仲西町中小企業診断士・ 

社会保険労務士事務所長 

江  島  皓
テル

  榮
シゲ

 
助成金 

経 営 
行  政  書  士 府内中央行政書士事務所 

一般社団法人大分県 

中小企業診断士協会 

助成金 

経 営 
中小企業診断士 

一般社団法人大分県 

中小企業診断士協会 

荒  木  敏  博 融 資 経 営 指 導 員 
（公財）大分県生活衛生営業 

指導センター 



御 沓 稔 弘 衛生等 経 営 指 導 員 
（公財）大分県生活衛生営業 

指導センター 

 

 

10 法人の運営 

 

（１）理事会の開催 

   定例第１回理事会 

    令和４年度の事業報告と決算報告を承認する。 

令和５年５月に、開催予定。 

 

   

   定例第２回理事会 

    令和６年度の事業計画及び令和５年度の補正予算を承認する。 

令和６年３月に、開催予定。 

 

（２）評議員会の開催 

   定例評議員会 

    令和４年度の事業報告及び決算報告の承認並びに定款変更の決議を行う。 

令和５年６月に、開催予定。 

 

（３）監査 

    令和４年度の事業報告及び決算報告について、監事による監査を受ける。 

令和５年５月に、開催予定。 

 


